














































年 8 月～91年 ₄ 月にかけての変化が読み取りにくくなってしまう。そこで本稿では86年 1
月～91年10月に絞ってグラフ化した。なお、『産経新聞』のデータベースは収録期間が9₂年

















































































































































































































29　市川雄一「今年で法制定₂0周年 PKO 協力法と公明党（上）」『公明』第₇₇号、₂01₂年 ₅ 月、
₅ 頁。










































































41　「国連平和協力法案を民社委員長が批判 『こそくな手段』」『朝日新聞』1990年 9 月1₃日。
大内委員長の発言。
42　「国連平和協力法案には反対できない 民社党首脳」『毎日新聞』1990年 9 月₂1日。大内委
員長の発言。
43　「共産、強く反発 国連平和協力法案について野党が談話」『朝日新聞』1990年 9 月₂8日。
米沢隆書記長の発言。
















































月 1 日。 9 月19、₂0日に行われた調査である。









































































促す」『朝日新聞』1990年11月 ₇ 日。「国際貢献策 与野党協議、公明前向き 協力法の廃案前



































73　「復興支援 自衛隊派遣案が浮上 自民 首脳間に意見対立も」『読売新聞』1991年 ₃ 月 ₂ 日。
加藤紘一の発言。







































79　「貢献策全体の議論を 掃海艇派遣で自民首脳」『読売新聞』1991年 ₃ 月1₅日、夕刊。「自民
党首脳」の発言。
80　同上。






















83　「首相、掃海艇派遣の意向、幹事長と会談 月末に最終結論」『日本経済新聞』1991年 ₄ 月
1₂日。









86　「掃海艇派遣、政府が ₃ 月に世論調査実施」『朝日新聞』1991年 ₄ 月16日。サンデーとーく
す掃海艇の湾岸派遣」『毎日新聞』1991年 ₄ 月₂1日。「世論調査（掃海艇派遣 「湾岸」後と日
本：6 ）」『朝日新聞』1991年 ₅ 月 9 日。
87　第1₂0回国会参議院内閣委員会（1991年 ₄ 月18日）。








とーくす 掃海艇の湾岸派遣」『毎日新聞』1991年 ₄ 月₂1日。
89　第1₂0回国会参議院内閣委員会（1991年 ₄ 月18日）。池田行彦の発言。





































































98　「掃海艇 社会党に派遣容認論浮上 統一選惨敗で時限立法を条件に」『毎日新聞』1991年 ₄
月18日。
99　山口鶴男「ペルシャ湾への掃海艇派遣についての談話 1991年 ₄ 月₂₄日」『月刊社会党』第
₄₂9号、1991年 6 月、11₃頁。
100　「大内民社委員長、『支持の方針』 官房長官に表明 海自掃海艇派遣で」『朝日新聞』1991年
₄ 月1₂日。 ₄ 月11日に行われた坂本三十次官房長官との電話会談にて。
101　同上。



























103　「『自衛隊派遣』で党内論議始める 公明書記長」『毎日新聞』1991年 ₄ 月₂₄日。
104　公明編集部「湾岸 ₇ か月と公明党――憲法擁護と国連中心の取り組みを振り返る」『公
明』第₃₅1号、1991年 ₄ 月、₃₅頁。

















































































117　田久保忠衛「PKO 参加と日米関係の修復」『月刊自由民主』第₄60号、1991年 ₇ 月、₇8頁。
118　「国際協調 / 協力」概念をめぐっては、「する / しない」やその内実を問うような言論も
散見された。「国際貢献」と「国際協調 / 協力」の相違は、大山の前掲論文で概観されている。
119　「正当な論争」という観点については次の著作を参考にした。Daniel C. Hallin, The 














































































ム ₂01₅年度春季研究会（₂01₅年 ₅ 月₂₃日）で行った研究報告に手を加えたもので
ある。討論者を務めて下さった小宮京先生と前田健太郎先生、そしてコメントを寄
せて下さった参加者の方々に深く感謝申し上げます。また、『筑波法政』に掲載さ
れるまでの期間、多くの先生方から懇切丁寧な御指導を賜ってきた。その全ての先
生方にも心より御礼申し上げます。
（筑波大学大学院人文社会科学研究科）
